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平成１７年特定サービス産業実態調査

新 聞 業、出 版 業 調 査 票 記 入 注 意

この調査票にお答えの内容は、統計上の

目的以外に使用されることはありません

平成１７年１１月１日
経 済 産 業 省

調査票の記入にあたっては、この記入注意を参照してください。

調査票は２部作成し、１部を控え用として保存し、１部を提出してください。

（１）記入は、黒もしくは青のペン又はボールペンを用い、はっきりと記入してください。

（２）文字は楷書で、数字は算用数字ではっきり書いてください。

（３）金額を万円単位で記入する場合は、万円未満を四捨五入してください。

（４）この調査は企業単位の調査となっています。従って、調査票の記載は、設問に応じて「企

業全体」若しくは「新聞業務又は出版業務」に関する内容を記入してください。

新聞業の調査対象となる企業（５）

一般紙、スポーツ紙、専門・業界紙など購読料を徴収し、定期的かつ不特定多数を対象に

新聞の企画・編集から発行までを営む企業が新聞業の調査の対象となります。

なお、以下に掲げる企業は、調査の対象とはなりません。

①購読料を徴収しない新聞発行のみを行う企業

②無料で配布する広告新聞の発行のみを行う企業（広告料収入のみ）

③会員など特定の者を対象とした新聞発行のみを行う企業

④企画・編集のみを行い発行業務を行わない企業

⑤印刷のみを行う企業

⑥記事の取材、執筆などニュースの供給のみを行う企業

⑦新聞の小売（販売）のみを行う企業

出版業の調査対象となる企業（６）

主として書籍、雑誌、教科書、辞典、パンフレット、定期刊行物など不特定多数を対象に

出版物の企画・編集から発行までを営む企業が出版業の調査の対象となります。

なお、以下に掲げる企業は、調査の対象とはなりません。

①専ら無料で配布するパンフレットなどの発行のみを行う企業（広告料収入のみ）

②会員など特定の者を対象とした出版物の発行のみを行う企業

③主として印刷又は製本のみを行う企業

④書籍、雑誌の取次又は小売（販売）のみを行う企業
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調査事項ごとの記入注意（７）

番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

３ 従 業 者 数 ①平成１７年１１月１日現在、又はこれに最も近い給与締切日現在で記入してくだ

さい。

②長期欠勤者で、１か月以上いかなる給与も受けていなかった者は在籍者であって

も含めないでください。

③｢Ⅰ 企業の従業者数」は、個人事業主、無給家族従業者、有給役員、臨時雇用者

及び出向・派遣者 のうちの送出者を含めた人数を記入してください。

④｢Ⅱ 企業で新聞業務、出版業務に従事する従業者数」は、次の区分により記入し

てください（出向・派遣者の受入者・送出者は含めないでください 。）

個 人 事 業 主 ○個人経営の事業主で、実際にこの企業の業務に従事して

いる者

無給家族従業者 ○個人事業主の家族で、賃金、給与を受けずに企業の業務

に従事している者

有 給 役 員 ○経営組織が「会社 「団体」等の役員（常勤、非常勤を」、

問わない）で給与を受けている者

常 用 雇 用 者 ○一定の期間を定めずに雇用されている者、又は１か月を

超える期間を定めて雇用されている者

○平成１７年９月と１０月にそれぞれ１８日以上雇用され

ていた者

正 社 員、 ○常用雇用者のうち、一般に「正社員 「正職員」などと」、

正 職 員 呼ばれている者

○常用雇用者のうち、一般に「正社員 「正職員」などとパート・ 」、

呼ばれている者以外で 嘱託 パートタイマー アアルバイト 、「 」、「 」、「

ルバイト」又はそれに近い名称で呼ばれている者等

臨 時 雇 用 者 ○「常用雇用者」以外の雇用者で、１か月以内の期間を決

めて雇用されている者又は日々雇用されている者

⑤「出向・派遣者」は、新聞業務、出版業務に従事するために「受入 ・ 送出」し」「

た人数を記入してください。

⑥｢Ⅲ Ⅱの新聞業務、出版業務に従事する部門別従業者数」は、次の区分により記

入してください。

管 理 部 門 ○一般に、総務、企画、人事、経理、予算などの業務に従

事する者

営 業 部 門 ○新聞広告の集稿及びその紙面掲載を担当する広告部門に

従事する者

○新聞販売店の管理など販売部門の業務に従事する者

○出版物の販売、広告、営業などの業務に従事する者（直

販部門及び製品管理（倉庫）などの業務に従事する者を

含む）

編 集 部 門 ○新聞記事の取材、入力、校正など新聞の記事面を作成す

る業務に従事する者

○出版物の企画、編集、校正など出版物を作成する業務に

従事する者
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

製作・印刷・発送 ○組み版、製版、印刷、発送などの業務に従事する者（印

部 門 刷などを外注している場合の外注管理に従事するものを

含む ）。

そ の 他 ○上記以外の業務に従事する者

４ 年 間 売 上 高 等 ①「Ⅰ 企業の年間売上高」は、あなたの企業が平成１６年１１月１日から平成１

７年１０月３１日までの１年間に得たすべての売上高、すなわち利益や所得では（消費税額を含みます）

なく経費を差し引く前の売上高に消費税額を含めて記入してください。

②年間売上高には、営業として行っていない財産運用や財産売却による収入は含め

ないでください。

③年間売上高は、次の区分により記入してください。

○新聞を発行して得た収入額（販売店に対する

新 聞 販 売 収 入 正規の手数料を控除した額）を記入してくだ

さい。なお、広告料収入は含めません。

新 ○新聞に掲載した広告に対する広告料収入（広

広 告 料 収 入 告会社に対する正規の手数料を控除した額）

を記入してください。聞

○電子新聞（電子的配達による新聞）の販売収

入額を記入してください。業

なお、電子新聞とは、紙媒体と同様な体裁

務 そ の 他 の 収 入 で電子的手段により配達し購読料を徴収する

ものをいい、個別記事を配信・提供する業務

は、情報提供サービス業務として企業全体の

「その他の収入」に記入してください。

、 、 、 、 、○単行本 文庫 新書 全集・双書 事・辞典

図鑑、絵本、年鑑、検定教科書などの書籍を

発行して得た収入額（取次店及び書店に対す書 籍 販 売 収 入

る正規の手数料を控除した額）を記入してく

ださい。

出 ○週刊誌、旬刊誌、月刊誌、季刊誌などの定期

刊行物を発行して得た収入額 取次店及び書雑 誌 販 売 収 入 （

店に対する正規の手数料を控除した額）を記版

入してください。

業 ○ 出版物に掲載した広告に対する広告料収入

広 告 料 収 入 （広告会社に対する正規の手数料を控除した

額）を記入してください。務

○マルチメディア商品（カセットブック、ビデ

オソフト ＤＶＤ ＣＤ－ＲＯＭ インター、 、 ）、

そ の 他 の 収 入 ネット配信サービスなどの電子書籍及びカレ

ンダー、パンフレット等の販売収入など書籍

・雑誌販売以外の出版業務に係る収入額を記

入してください。

○上記新聞業務、出版業務以外の業務による収

入額を記入してください。

例えば、情報提供サービス業務（記事の配そ の 他 の 収 入

信・提供業務など 、イベント業務、不動産賃）

貸業務など

④「Ⅱ インターネット等による情報提供・配信業務（有料）の有無」は、いずれ

かに○を付けてください。

情報提供・配信業務（有料）とは、新聞記事、出版物を一般消費者や企業へ有

料で情報提供・配信する業務をいいます。なお、ポータルサイトに対して無料で

情報提供・配信する場合は含まれません。

また インターネット等とは インターネットのほか 専用回線 電子媒体 Ｃ、 、 、 、 （

Ｄ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、ビデオソフト等）など紙媒体以外のものをいいます。
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

⑤「Ⅲ 新聞発行種類数」は、次の区分により、種類数を記入してください。

一 般 紙 ○ 一般時事に関する報道、評論を行う新聞

全 国 紙 ○主に全国の主要都市に発行所を持ち、全国く

まなく配布している新聞

地 方 紙 ○主に地方に発行所を持ち、特定地方を配布エ

リアとする新聞（ブロック、県紙、ローカル（ 。）ブロック紙を含む

紙など）

ス ポ ー ツ 紙 ○スポーツ全般に関する報道、評論を行う新聞

○特定の産業及び専門分野に関する報道、評論

専 門 ・ 業 界 紙 を行う新聞 経済 金融 産業 特定のスポー（ 、 、 、

ツ（競馬、プロレスなど）など）

○上記以外の新聞

（ 。）、そ の 他 英字新聞 一般紙等の英語版の新聞を含む

機関紙（政党新聞、宗教新聞など）など

⑥「Ⅳ 書籍新刊発行点数」には、平成１６年１１月１日から平成１７年１０月

３１日までの１年間に発行した書籍の新刊発行点数を次の区分により記入してく

ださい。

書籍種類別 内 容 例 示

(総記、百科事典、年鑑雑誌、情報科学など)○総記

（ 、 、 、○哲学・心理学・宗教 哲学 心理学 倫理学

人 文 科 学 書 宗教、仏教、キリスト教など）

（ 、 、 、○歴史・地理 歴史総記 日本歴史 外国歴史

伝記、地理、旅行など）

○政治、時局、外事など

社 会 科 学 書 ○法律、経済、財政、統計、経営など

○商業、交通・通信など

○社会、労働、教育、民族、風習、軍事など

、 、 、 、 、 、○数学 物理学 化学 天文学 地学 生物学

自 然 科 学 書 医学、薬学など

○工学・工業など

○農・水・林・畜業など

○語学(日本語、外国語(英語、ドイツ語など))

語 学 ・ 文 学 書 ○文学（日本文学詩歌、日本文学小説、外国文

学小説など）

芸 術 ・ 生 活 書 ○芸術（絵画、彫刻、写真、工芸など 、生活）

（スポーツ、娯楽、家事など）

学 習 ・ 参 考 書 ○小・中学生、高校生などを対象とした学習・

参考書

児 童 書 ○絵本などの児童向けの書籍

コ ミ ッ ク 本 ○コミック、劇画などのマンガ本

そ の 他 ○上記以外の書籍
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

⑦「Ⅴ 雑誌発行銘柄数」には、平成１７年１１月１日現在で発行している雑誌の

銘柄数を次の区分により記入してください。

雑誌種類別 内 容 例 示

総 合 誌 ○総合月刊誌、総合週刊誌、写真週刊誌など

人 文 科 学 誌 ○哲学、心理、宗教など

○歴史、地理など

○政治、時局、外事など

社 会 科 学 誌 ○法律、経済、財政、統計、経営など

○商業、交通・通信など

○社会、労働、教育、民族、風習、軍事など

、 、 、 、 、 、○数学 物理学 化学 天文学 地学 生物学

自 然 科 学 誌 医学、薬学など

○工学・工業など

○農・水・林・畜業など

○健康誌 マタニティ・育児誌 住宅誌 趣味・、 、 、

生 活 ･ 趣 味 ･ ス ポ ー ツ 誌 教養誌 娯楽誌 スポーツ誌 旅行・レジャー、 、 、

誌、アウトドア誌、生活情報誌、料理雑誌、

ＴＶ・ＦＭ 情報誌、映画・音楽情報誌、タ

ウン誌など

児 童 誌 ○児童誌、学年誌など

○少年コミック誌、少女コミック誌、男性向け

、 、コ ミ ッ ク 誌 コミック誌 女性ヤングアダルトコミック誌

ミセス向けコミック誌など

○文学誌、芸術誌などの上記以外の雑誌そ の 他

５ 営 業 費 用 及 び ①「Ⅰ 企業全体の営業費用」は、新聞業務部門及び出版業務部門を含めた企業全

営 業 用 有 形 固 定 体の業務運営に要した年間営業費用を記入してください。

資 産 取 得 額 ②年間営業費用には、消費税額を含めて記入してください。

③年間営業費用は、次の区分により記入してください。（消費税額を含みます）

○平成１６年１１月１日から平成１７年１０月３１日まで

の１年間に支給した給与額（基本給、賞与、諸手当など

で定期的、臨時的に支払われたもの）及び退職金の総額

給 与 支 給 総 額 を税込み金額で記入してください。

○営業費用から支払われる 役員 の報酬及び賞与 パー「 」 、「

ト・アルバイト 「臨時雇用者」の給与、あなたの企業」、

で主として「給与を支払っている出向者」がいる場合に

は、その給与も含めて記入してください。
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

売 上 原 価 ○新聞業務に伴う用紙費、資材費、製作経費（編集・印刷

に要した経費）など以下の新聞の製作から発行するまで

に要した費用（印刷などを外注している場合の外注費を

含む ）を記入してください。。

・用紙費：実際に使用した用紙代

・資材費：新聞インク代、発送材料費、消耗品費、燃

。料費など新聞の製作に直接必要な原材料費

・製作経費（編集・印刷に要した経費 ：）

編集取材費、原稿料、活字地金及び印刷機械の

減価償却費など編集・印刷関係の経費

○出版業務に伴う用紙費、印刷費、製本費、取材費、編集

費、原稿料及び著作権使用料など出版物の製作から発行

（ 、するまでに要した全ての費用を記入してください 編集

印刷、製本などを外注している場合の外注費を含む 。。）

、 、うち、外注費 ○売上原価のうち 業務の一部又は全部を他の企業へ委託

、 。下請 その他の形式で発注した経費を記入してください

土 地 ○土地・建物を借りて業務を営んでいる場合は、この１年

・ 間の賃借料を記入してください。

賃 建 物 ○賃借料には、管理費などの共益費及び月極めの駐車料金

も含めてください。

借 ○機械・装置を借りて業務を営んでいる場合は、この１年

機 械 間の賃借料を記入してください。

料 ・ ○「機械・装置」には、自動車などの「輸送用機器 、電」

装 置 算機やパソコンなどの「情報関連機器 、複写機などの」

「事務用機器」などが含まれます。

○「その他の営業費用」とは上記以外の営業費用で、以下

のものなどをいいます。

そ の 他 の 新聞てい送費、販売店経営補助費、販売促進費、荷造発

営 業 費 用 送費、支払手数料、旅費、交通費、消耗品費、交際費、

修繕費、租税公課、寄付金、福利厚生費、諸会費、会議

費、通信費、水道光熱費、広告・宣伝費、印刷機械以外

の減価償却費、派遣労務費、土地・建物及び機械・装置

以外の賃借料など
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番 号 調 査 事 項 記 入 注 意

④「Ⅱ 企業の過去１年間における営業用有形固定資産取得額」には、購入手数料

を含めてください。また、この１年間に営業用有形固定資産の取得がなかった場

合は、計欄に「０」を記入してください。

⑤営業用有形固定資産取得額には、消費税額を含めて記入してください。

⑥営業用有形固定資産取得額は、次の区分により記入してください。

機 械 ・ 設 備 ○耐用年数１年以上で取得価額が１０万円以上の器具、機

・ 装 置 械、備品などの購入に要した費用

土 地 ○土地購入に要した費用

○既存の土地を整備することに要した費用

○建物の購入、改築・改装に要した費用

建 物 ・ そ の 他 ○給・排水及びガス設備、冷暖房用設備などの建物付属設

の有形固定資産 備の購入に要した費用

○その他取得した有形固定資産の購入に要した費用など



新聞業務及び出版業務に従事している
従業者数のみを記入してください。出向・
派遣者の受入者・送出者の人数を含め
ないでください。

出向・派遣者のうち送出者
を含めた企業全体の従業
者数を記入してください。

１人で複数の部門を兼務している場合は、主
たる部門で区分してください。また、出向・派
遣者の受入者・送出者の人数を含めないでく
ださい。

新聞業務、出版業務
に従事するため、他の
企業から出向・派遣者
を受入れた人数と、新
聞業務、出版業務に
従事するため、他の企
業へ出向・派遣者を送
出した人数を記入して
ください。

情報提供・配信業務（有料）とは、
新聞記事、出版物を一般消費者や
企業へ有料で情報提供・配信する
業務をいいます。なお、ポータルサ
イトに対して無料で情報提供・配信
する場合は含まれません。
また、インターネット等とは、イン
ターネットのほか、専用回線、電子
媒体（ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ、ビデオ
ソフト等）など紙媒体以外のものを
いいます。

企業全体の営業費用
を記入してください。

必ず記入してください。

計は一致します。

新聞業務と出版業務の
両方を行っている場合
は、それぞれの年間売
上高を記入してくださ
い。
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